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Ⅰ．はじめに

【北村氏】　只今ご紹介を賜りました警察庁交通規制課長の北村でございます。本日

のテーマは『交通情報の民間への提供と新しいビジネスの発展』ということでありま

すが、皆様方にお配りしております新聞記事にありますように、今年の６月１日から

改正道交法が施行されることとなりました。本日はこういった『規制改革に至った経

緯』と、『諸外国でのビジネスモデルの紹介と日本での可能性』ということで、トラ

フィック・インフォメーション・コンソーシアム（道路交通情報高度化検討会、ＴＩ

Ｃ）という有識者とＩＴＳ（Intelligent Transport System：高度道路交通システム）

関連４省庁（警察庁、総務省、経済産業省、国土交通省）で構成されています委員会

でモデルが提示されていますので、若干それについてのお話と、交通情報提供事業が

役割を担う社会的な意義についてやはり６月１日から施行されます『交通情報提供に

関する指針』に基づいてご説明をしたいと思います。

Ⅱ．道路交通情報提供に関する規制改革の経緯

道路交通情報提供の現状

　まず交通情報について民間開放がいかなる推進力によってなされたかについて、お

話をしたいと思います。その前に、現時点での道路交通情報の提供は、どういった仕

組みで行われているのかをご理解いただく必要があると思います。交通情報は、車両

感知器、これは超音波式とか光学式、ループ式とかいろいろありますが、警察が設置

しているものが全体で全国１４万基以上、その他道路管理者が設置しているものも数

多く存在します。こういった様々な主体によって道路交通情報が集約されているわけ

ですが、この提供については、財団法人日本道路交通情報センターに４７都道府県警

察の情報、それから様々な道路管理者の情報

が一元的に集約されています。そこで集約さ

れた情報が、そのまま一般の方々に流れてい

るということであります。それならそれでい

いのではないかという議論も一つありまして、

従前の我が国の考え方は、収集した情報を、

そこを管理をする主体が編集・加工をして、

そのまま国民の方々に見ていただくことが

基本になっていました。この日本道路交通

情報センターから民間企業に情報の提供をする段
階において、編集・加工の禁止とい

道路交通情報提供の現状道路交通情報提供の現状

　日本道路交通情報センターを通じた警察
及び道路管理者による道路交通情報提供
の一元化

　民間事業者による情報内容の編集・加
工の禁止
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ったことが契約によってなされてきたということであります。

　この発想は、基本的に『官の発する情報と同一情報が国民に提供されるべきである』

と、それだけ道路交通情報は公益性が高い情

報であるといった思想が背景にあります。当

然その背景には何らかの理由があるわけで、

『安全重視という面では、やはりそれなりの

意義を持っていた』ということでありますし、

また官側のインフラの整備とか情報の提供が、

必ずしも不十分であるという評価にはなって

いなかったと我々は認識してきたところであ

ります。

現状への問いかけ

　現状への問いかけというのは、主として産業界

ョナル・ミニマムという観点から提供されて

いる官側の情報がありますが、より高度な情

報を入手したいとか、対価を支払ってより高

付加価値の情報を得たいという人についてま

で、それを禁ずる理由がないのではないかと

いうご議論であります。確かに、官が提供す

る情報より粗悪なものが国民に提供されると

いうことになれば、交通の安全と円滑、道路

管理の上での支障ということで様々な問題を

惹起する可能性はありますが、官が提供する情報

れるのであれば、それはそれなりの意義があると

うことであります。

経済団体連合会規制改革要望

　経団連からは、平成１２年１０月１７日に、『

ビジネス展開できる環境を整備すること。既存

の道路交通情報データの民間事業者への全面

的な提供、並びにそのデータに民間事業者が

独自に収集した道路交通情報データを組み合

わせるなど、自由に編集・加工された高付加

価値情報の提供をできるようにする』という、
の方から出されました。いわばナシ

官が発する情報と同一情報が国
民に提供されるべき。

安全重視という面の意義は大き
い。

官が発する情報と同一情報が国
民に提供されるべき。

安全重視という面の意義は大き
い。
以上の『高付加価値』情報が提供さ

いうのは一つの考え方であろうとい

民間企業が道路交通情報提供企業を

現状への問いかけ

国民が有償で高付加価値の道
路交通情報を入手することがな
ぜ許されないのか？

現状への問いかけ

国民が有償で高付加価値の道
路交通情報を入手することがな
ぜ許されないのか？
経済団体連合会規制改革要望
（平成１２年１０月１７日）

　道路交通情報の民間利用等の拡大

　　　民間企業が道路交通情報提供事業をビジネ
ス展開できる環境を整備する。既存の道路交通
情報データの民間事業者への全面的な提供、な
らびに、そのデータに民間事業者が独自に収集
した道路交通情報データを組み合わせるなど、
自由に編集・加工された高付加価値情報の提供
をできるようにする。
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産業界の意見を率直に代弁する改革要望がなされました。これが今回規制改革の推進

力になってきたということであります。ここで注目いただきたいのは、『データの提

供』という部分と、『高付加価値情報の提供』という部分です。

  交通情報が裸の市場原理にまかされ、安価でも粗悪なものが出回ることについて、

我々として容認できるものではないというふうに考えておりますし、その考えは現在

も変わっておりません。そういった意味では、交通情報は、通常の市場における財と

はやや異なるという認識を持っております。

制度改革要望の背景

　制度改革要望の背景には、やはり規制改革を要望するだけの素地が、産業界側に存

在しなければなりません。要するに、官から提供された情報をそのまま配信するのだ

けでは飽き足らない。さらに、何らかの付加価値を加えたい。それによって利益を得

たいといった動機がその背景にあるということであります。

端的に申し上げられるのは、ＩＴＳの展開によって開発された様々な要素技術が、

非常に急速に発展してきたということであり

ます。特に、提供媒体の多様化という点で、

『民間の独自事業は発展』してきました。

単に媒体の多様化だけではなくて、提供する

『コンテンツについても差別化を図りたい』、

要するに、他社よりも高度な情報を配信する

ことによって顧客のニーズをつかみたいとい

う要請があった。また、それを可能にする交

通情報データを『編集・加工する技術、予測

を行う技術』などについても、完全ではありませ

た３つの背景が、この規制改革の要望の背景にあ

雇用創出・産業競争力強化のための規制改革

政府も、これに対して様々な取組みをしたわ

産業競争力強化のための規制改革』が平成 11年

７月に出されました。そこには『警察及び道

路管理者が収集した道路交通情報を民間が一

層活用できるための措置を講ずる』というこ

とで、先ほど申しました日本道路交通情報セ

ンターからのオンラインによる（「Ｊシステム」

と呼ばれている。）民間事業者への情報提供が
んけれども発展してきた。こういっ

るものと考えられます。

けであります。１つは、『雇用創出・

制度改革要望の背景
－ＩＴＳの急速な展開－

　民間の独自事業の発展

　コンテンツの差別化の要請

　ＩＴ（情報技術）の急激な進歩
雇用創出・産業競争力強化のための規制改革
（平成１１年７月）

今後道路交通情報提供事業への民間企業の参
入を促進するため、警察及び道路管理者が収集
した道路交通情報を民間が一層活用できるため
の措置を講ずる。
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なされてきたということであります。

経済構造の変革と創造のための行動計画

さらに、平成１２年１２月１日の『経済構造の変革と創造のための行動計画』では、

経済界の要請を受ける形で政府の政策が明ら

かになります。若干長いですが、引用します

と、『警察及び道路管理者が収集した道路交

通情報データを公平性、透明性、経済合理性

を確保しつつ民間事業者へ提供するとともに、

民間事業者が、競争原理の下、交通の安全と

円滑の観点から適正にそのデータに独自に収

集した道路交通情報データを組み合わせたり、

交通渋滞の予測を行う等道路交通情報データ

を編集・加工し、高付加価値情報の提供が行える

うことで、『必要な制度環境』というのは、場合

用上の改善だけではなくて、そういったものも含

であって、政府の基本的な方針として『道路交通

されたということであります。

規制改革についての見解

さらに、平成１２年１２月の規制改革委員会で

ただいたわけであります。ここでは現状の運用

について、『交通の安全上円滑という観点から、

その編集・加工が禁じられている』とされ、そ

ういった意味での制約の緩和は不可欠であると

されました。さらに、最終的に非常に重要な文

言になりましたけれども、経団連の規制改革要

望に基本的に沿う形ではありますが、『交通の安

全と円滑に関する必要最小限の法的な担保措置

を設けた上で現状の規制を撤廃する』。これは規

制改革委員会の認識だと我々は理解しております

原理にゆだねることは必ずしも適当ではない。や

要最小限の担保措置を設けながらこの規制を撤廃

通渋滞予測等については、現段階でこの渋滞の予

るのは警察と道路管理者でありますが、この面に
よう必要な制度環境を整える』とい

によっては法律の改正、ただ単に運

めたところが決定されたということ

情報に関する規制改革』が明らかに

も、やはり同じような形で見解をい

が

は

す

測

お

経済構造の変革と創造のための行動計画
（第３回フォローアップ）

（平成１２年１２月１日閣議決定）

ＩＴＳ技術を活用した新事業の創出を促進する制度環
境等の整備

• ＩＴＳのコンテンツ等の多様化の核となる道路交通情報に
ついて　、警察及び道路管理者が収集した道路交通情
報データを公平性、透明性、経済合理性を確保しつつ民
間事業者へ提供するとともに、民間事業者が、競争原理
の下、交通の安全と円滑の観点から適正に、そのデータ
に独自に収集した道路交通情報データを組み合わせた
り、交通渋滞の予測を行う等道路交通情報データを編集・
加工し、高付加価値情報の提供が行えるよう必要な制度
環境を整える。
、交通情報については、裸の市場

り『交通の安全と円滑に関する必

る』ことになりました。また、交

等についての情報提供を行ってい

きましても、『産官学の多面的

規制改革についての見解（１）
（平成１２年１２月１２日規制改革委員会）

道路交通情報提供に関する制約の緩和

• 　既存の道路交通情報データの民間事業者への全面的
な提供、当該データと民間事業者が独自に収集した道路
交通情報データとの組み合わせなど、道路交通情報の
自由な編集・加工に関しては、警察庁が、交通の安全と
円滑を図るための担保措置として都道府県警察が保有
する道路交通情報データの管理に関して制限を設けて
いるため、原則、禁止されている。　一方、近年、エレクト
ロニクスや情報通信技術を活用したＩＴＳ(Intelligent
Transport  Systems 高度道路交通システム)の早期実用
化に向け、産業界から、利用者に対する高品質な情報提
供や利便性の向上等の観点から道路交通情報提供に関
する制約緩和は不可欠であるという意見が出されている。
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な視点で可及的速やかに検証が行われる必要

がある』という形での見解をいただいたわけ

であります。現状の規制の撤廃につきまして

は、日本道路交通情報センターにおける契約

条項の改訂ということでありますが、交通の

安全と円滑に関する必要最小限の担保措置と

いったものは、道交法の改正という形で実現

されることになるわけであります。

規制改革推進３か年計画

規制改革委員会の見解の取扱方針については、

に盛り込まれることになっています。それを

受けた同計画では、具体的な措置が明らかに

なりました。『交通の安全と円滑に関する必要

最小限の法的な担保措置を設けるため、道交

法を改正するなどの措置を講じた上で、現状

の規制を撤廃する』ということで、道交法の

改正を行って、いわゆる交通情報、特に渋滞

とか旅行時間等についての予測を行う場合に

ついては、必要最小限の担保措置を設ける。

また交通情報提供事業を行う方々については、

様々な手段で情報が提供されることが予測さ

れるということで、交通情報の提供に関する

指針を国家公安委員会が定めるという内容に

なったわけであります。また、『渋滞予測等

の先進的な技術については、産官学の多面的

な視点で可及的速やかに検証を行う』という

ことで、これについては引き続き実施をして

いくということになるかと思います。

ｅ－Ｊａｐａｎ重点計画 

平成１３年のＩＴ戦略本部決定においても同じ

改正は行われました。また、交通情報はＩＴＳの

けで、いわゆる川上部分、特に官側の情報収集系

業を繁栄させる上で非常に重要だということで、
最大限『規制改革推進３か年計画』

規制改革についての見解（２）
（平成１２年１２月１２日規制改革委員会）

　　したがって、交通情報提供事業への民間事業者の参
入を促進し、また、新たな技術開発を図る観点から、交
通の安全と円滑に関する必要最小限の法的な担保措置
を設けた上で、現状の規制を撤廃することを早急に検討
すべきである。なお、交通渋滞予測等の先進的な技術に
ついては、産官学の多面的な視点で可及的速やかに検
証が行われ、民間事業分野におけるその実用化が推進
されるべきである。
規制改革委員会見解の取扱方針について
（平成１２年１２月１２日行政改革推進本部決定）

　本日、規制改革委員会から提出された「規制
改革についての見解」については、その内容を、
平成１２年度末までに策定する新たな「規制改革
推進３か年計画」に最大限盛り込むこととする。
ような内容が盛り込まれ、道交法の

キラーコンテンツと言われているわ

を更に充実させるということも、民

光学的車両感知器、光ビーコンの整

規制改革推進３か年計画

     （平成１３年３月３０日閣議決定）

　道路交通情報提供に関する制約の緩和

ａ　道路交通情報提供事業への民間事業者の参入を促進
し、また、新たな技術開発を図る観点から、交通の安全と
円滑に関する必要最小限の法的な担保措置を設けるた
め、道路交通法を改正するなどの措置を講じた上で、現
状の規制を撤廃することを早急に検討する。

　（第１５１回国会に法案提出）

ｂ　交通渋滞予測等の先進的な技術については、産官学
の多面的な視点で可及的速やかに検証を行い、民間事
業分野における実用化を推進する。
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備が盛り込まれました。これは、交通情報提

供・収集両方を行えるもので、ＶＩＣＳ

（VehicleInformation and Communication

 System：道路交通情報通信システム）でス

リーメディア車載機を登載している車両との

双方向通信が可能です。光ビーコンは、現在

１４万基ある車両感知器のうち３万基を占め

ていますが、早くて 2005年までに６万基の

整備を実施したいと考えております。次期長

期計画が平成１５年度から始まりますが、『次期

にも、この光ビーコンの倍増計画を盛り込んで参

規制改革のポイント

規制改革のポイントでありますが、これは繰

情報センターから提供されている交通情報につ

いて編集・加工を認める』ということが１点。

それから『交通の安全と円滑という観点から

法的担保措置を設ける』ということで道交法

を改正する。それから『先進技術の検証につ

いて産官学のスキームを構築する』というこ

とであります。

克服すべき課題

克服すべき課題は幾つかあって、今回の制度改

すが、そうでない部分もあります。一つは、

『技術的課題として、高付加価値の道路交通

情報の提供は可能か』ということで、これは

民業の方で一生懸命やっていただくというこ

とでありますし、また、更に先進技術につい

ては、産官学協働のスキームが必要になって

くるということになります。二つ目は『高付

加価値をもたらすためには、官が保有する原

データの開示が必要』ということで、原デー
交通安全施設等整備長期計画』の中

りたいと考えています。

り返しになりますが、『日本道路交通

ｅ－Ｊａｐａｎ重点計画

　　（平成１３年３月２９日ＩＴ戦略本部決定）

高度道路交通システム(ＩＴＳ)の推進

　道路交通情報提供の充実

ⅰ）渋滞や交通規制等の道路交通情報を車に搭載されたカーナ
ビゲーションシステム等を通じて画面により表示できる道路交通
情報通信システム（ＶＩＣＳ）について、２００２年度中に概ね全国
でサービスを実施する。

ⅱ）民間事業者が道路交通情報データを編集・加工し、高付加
価値の情報の提供が行えるよう２００１年中に道路交通法の改
正案を国会に提出する等所要の制度整備等を行う。また、光ビー
コン（交通情報提供・収集等を行う新交通管理システム（ＵＴＭＳ）
用の赤外線双方向通信装置）を２００５年度までに都市部の主
要な一般道路等を概ねカバーできるよう整備する。
正によって克服された部分もありま

規制改革のポイント

　日本道路交通情報センターを通じて供与する
道路交通情報についてその加工・編集を認める
べきこと。

　交通情報の加工・編集を認めるに当たって、交
通の安全と円滑という観点から法的担保措置を
設けるべきこと。

　交通渋滞予測等の先進技術の検証について
産官学のスキームを構築すべきこと。
克服すべき課題

　技術的に官よりも高付加価値の道路交通情報の
提供は可能か。（技術的課題）

　高付加価値をもたらすためには官が保有する原
データの開示が必要（情報源に関する課題）

　「高付加価値」の「価値」を誰が決めるのか。

　　（評価に関する課題）

　「安全性」は保てるのか。（安全性に関する課題）
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タについてどんなものが今後開示されるかについては、後ほどお話をさせていただき

ます。それから『高付加価値の価値を誰が決めるのか』ということですが、一つは市

場原理ということがあります。これは売れたものが良いということもありますが、一

方において粗悪なものについては提供されるべきではないという社会的な要請もある

ものと考えており、そういった観点からの価値は、市場原理だけではなくて、公共的

な側面によっても計られるべきだという意味で、それをどういった形で決めていくの

かは一つ課題としてあると思います。それから『安全性は保てるのか』ということで

ありますが、今回制度改正を行ったことによってある程度保たれるものと我々確信し

ておりますが、何らかの支障が出てくれば、また更なる制度改正が必要になるものと

考えております。

技術的課題

技術的課題でありますが、基本的に民業が中心になってくるのですが、交通情報は

気象情報のような自然界の情報等とは異なり、

人為的な信号制御とか道路管理といった観点

が入ってくるということで、そういった視点

が、少なくとも情報源に関する課題を考える

上では非常に重要であるということでありま

す。それから、最適経路情報の算出、渋滞予

測についての技術は、やはりインフラと密着

した技術ということもあって、交通管理を担

う警察、道路管理を担う道路管理者が今まで

かなりの部分を担ってきたということで、官民の

情報源に関する課題

情報源に関する課題ですが、情報セキュリティ

道路交通情報センターにおけるセキュリテ

ィー対策は、かなり厳重でありますが、や

はりオンライン接続等行う場合については、

そういった観点が民業の方にも必要になっ

てくるということであります。
協力が極めて重要かと思います。

ー対策も重要になってきます。日本

技術的課題

　信号制御、交通量把握等の交通管理、
道路管理という視点が不可欠

　最適経路情報の算出、渋滞予測を行う
ための技術開発
情報源に関する課題

　道路交通情報データの民間事業者への
提供に当たっての条件、情報セキュリティ
対策についての考え方
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評価に関する課題

評価に関する課題でありますが、民業の方で、例えば最適経路情報、渋滞の予測を

行う場合のシステムとか、アルゴリズムとか

の評価を行うための産官学の体制も今後必要

になってくるのではないかと考えております。

安全性に関する課題

安全性に関する課題ですが、『民間事業者が道

ラインの策定』は、後程ご説明します国家公

安委員会が定めて、６月１日から施行される

『交通情報提供に関する指針』の中に必要な

ものが盛り込まれているということでありま

す。これはカーナビについての情報提供の在

り方とか、提供される情報の収集の在り方に

ついて、かなり詳細な規定が置かれています。

これに関連する各業界団体等のご意見等も踏

まえて策定させていただきました。自動車業

界、カーナビ業界が現時点で考えている安全対策

な部分をとらせていただきました。それが国家公

たということであります。それから『民間事業者

道路交通障害が発生した場合の措置』は、道交法

であります。

今後の政策の方向性

今後の政策の方向性でありますが、民業が展開

が非常に重要になってくるということで、先

ほど若干ご紹介しましたＴＩＣでこの点はか

なり議論されました。それから、交通状況予

測事業については、原則禁止から事後チェッ

ク型の安全確保ということで、これもそうい

った業が可能となった反面、それについては
路交通情報提供を行う場合のガイド

評価に関する課題

　最適経路情報、渋滞予測を行うシステム、
アルゴリズムを評価する産官学の体制の
構築
の中では、ある意味で最大公約数的

安委員会による指針として具現化し

の道路交通情報の提供に起因して、

の中にこの度規定されたということ

していく過程で、官と民の役割分担

安全性に関する課題

　民間事業者が道路交通情報提供を行う場合の
ガイドラインの策定

　単なる道路交通情報提供にとどまらない交通
状況予測事業についての考え方

　　民間事業者の道路交通情報の提供に起因し
た道路交通障害の発生の際の公権的措置
今後の政策の方向性

　民間事業者の自由な競争による道路交
通情報提供の展開の推進

　交通状況予測事業について、原則禁止
から事後チェック型の安全の確保方策

　産官学の協働による最適経路情報、渋
滞予測、動的経路誘導の高度化
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届出をしていただくということで、事後的な形で公権的な介入に関する規定が道交法

の中に盛り込まれたわけであります。また、研究開発については、産官学の協働が特

に交通情報がインフラに密着した情報であるだけに重要ではないかと考えられたわけ

であります。

警察庁においては、道交法の改正も一つありますが、そういった業を行う方々につ

いて、それが適正になされることが非常に重要ですので、正確かつ適切な交通情報が

提供されるように、それを検証するためのシステムを整備をしております。届出をさ

れる方については報告徴収を受ける義務が生じるので、これについては報告徴収をさ

せていただきますし、また一般の情報提供事業者の中でも提供情報についての検証を

行いたいという方については、そういった要請にお応えしていく体制を整備している

ところであります。

以上が今回の交通情報提供に関する規制改革の推進力についての話であります。

Ⅲ．諸外国における道路交通情報ビジネスの現状と日本での可能性

我が国の状況

我が国の道路交通情報提供の現状についてですが、先ほど申しました川上から川下

まで同じ情報が提供される中で、日本道路交通情報センターは極めて重要な役割を果

たしていることはご理解いただけたと思います。また、交通情報ビジネスにおける我

が国の特色として、カーナビの爆発的な普及があると思います。現在カーナビの普及

は 1,000 万台を目前にしていますが、一方、交通情報の提供を受けるＶＩＣＳユニッ

トは、平成１３年１１月時点で 360 万台、平成１４年になって 450 万台に達してい

ます。このＶＩＣＳユニットには、光ビーコン、高速道路上においては電波ビーコン、

ＦＭ多重というスリー・メディアによって道路交通情報が提供されています。渋滞予

測については警察及び道路管理者が提供する情報についても、この中で提供されてい

るということで、やはり民業が起きる前に官側のインフラ整備がかなり進行し、それ

に伴ってＶＩＣＳは公益法人でありますが、官業先行の道路交通情報提供が進んでい

るということが一つの特色ではないかと思います。

イギリスの状況

英国では、1988 年に設立されたトラフィックマスター（Trafficmaster）社という

企業が、道交法の規定に基づき、国からの免許を得て現在想定し得るサービスをほと

んど網羅した形で事業を展開しています。一つの特色は、その事業展開が、イギリス

だけに留まらずドイツ、フランス、イタリア、オランダ、ベルギー等に及んでいると
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いうことであります。また提供メディアについても、我が国と同程度に多様化してい

るということであります。最大の特色は、官側の道路交通情報の収集インフラが整備

されていないことが最大の理由であると思われますが、トラフィックマスター社が道

路上に独自の情報収集装置を設置して、これにより収集した情報を基にサービスを行

っているということであります。我が国のように官側のインフラ整備がかなり進んで

おり、リンク旅行時間が提供されていても、それが欠損している区間等につきまして

は、例えば民業の方でプローブ・カーを走らせるといった官と民の情報の補完関係は、

一つの在り方ではないかと思います。英国では収集された情報は、有償で民間事業者

に提供されており、また情報の転売といったようなことも行われているとのことです。

ドイツの状況

ドイツは、ダイムラー・クライスラーの子会社とドイツ・テレコムの共同出資した

テガロン（Tegaron）や、イギリスのボーダフォングループのボーダフォン・テレ・

コマース（Vodafone Tele Commerce）が事業展開しています。道路交通情報ビジネ

スを考える上において、収集は一つの局面であり、編集・加工が一つの局面であり、

提供も一つの局面であって、それぞれの情報の流れにそってビジネス展開が可能であ

ると考えられていますが、共同出資で道路交通情報収集・加工のための企業、ＤＤＧ

（Daten und Dienstleitungsgesellschaft Gesellschaft fur Verkehrsdaten）が設立さ

れていることが一つの特色かと思います。官民の情報の共有化も非常に進んでいて、

ＤＤＧからの情報と警察や道路管理者等からの情報を統合し提供が行われています。

また、現時点で我が国では禁じられていますが、コンテンツ・プロバイダーとしての

事業も行われているということであります。

アメリカの状況

アメリカは、むしろ官業のアウトソーシングという側面が強いと思いますが、1988

年に設立されたスマート・ルート・システムズ（Smart Route Systems）という企業

が、２１の大都市圏で営業を展開しています。事業形態はパブリック・プライベート・

パートナーシップ（Public-Private  Partnership：ＰＰＰ）であり、官業を請け負

って実施するという側面が強くあります。こういった形で先進諸国においては、道路

交通情報ビジネスが展開されているということであります。

我が国におけるビジネス展開

しからば、『我が国においてはどういった形でのビジネス展開が可能なのか』とい

うことでありますが、先ほど道路交通情報ビジネスには『収集』、『編集・加工』、『提
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供』の３つの局面があるというお話をさせていただきました。まず、『収集の分野』

については、現在、民業が収集事業をしているところはほとんどありません。ただ、

官側のリンクが欠損している部分等について、また、官側の車両感知器の設置が脆弱

な部分については、例えばプローブ・カーを走らせることによって補完することが可

能になってくるでしょうし、ＰＦＩ（Private Finance Initiative）方式を活用するこ

とも一つ考えられるだろうと思います。また、現時点の民業のあり方、要するに『官

の情報を入手し、編集・加工して顧客に提供する』ということになると、やはり官側

の情報の内容の精緻化が非常に重要になってくるという意味において、官側の車両感

知器の整備が『ｅ－Japan 重点計画』で決定されたことは先ほども申しました通りで

あります。さらに、官民の情報の共有ということについても、経済原理にかなうよう

な形で統一フォーマットによりデータを共有し、官、民間事業者、研究機関が必要な

情報を自由に引き出すような形での、いわゆるデータウエアハウスの構想といったも

のもあり得るのではないかと思います。

『編集・加工の分野』については、制限が設けられた所以は先ほど申しました通り

でありますが、『官から供与されたデータを

編集・加工して他社に転売する』というコン

テンツ・プロバイダー事業も活発化するもの

と考えられています。今後はリンク旅行時間

や道路構造等に関するデータ、過去の道路交

通データなどが開示されていくことになり、

編集・加工を業とする事業も、より活発な展

開がなされるのではないかと考えております。

『提供の分野』ですが、我が国においては

道路交通情報提供事業として一番発展している分

という観点で発展していると思います。ただ、提

と、やはり劣悪なコンテンツで対価を得るとこと

況になっています。何故かといいますと、道路管

れる交通情報は、それぞれの行政機関がただ単に

く、行政機関の設置の任務に基づいて行っており

いう背景があります。例えば『警察が、なぜ道路

うと、道路交通情報を正確かつ適切に提供するこ

よって自律的に交通流を分散させることによって

全と円滑がもたらされる。要するに、道路が空け

故が減少するということでありますし、また交通

通の円滑化が図られる。また、円滑化が図られる
野でもあり、特にメディアの多様化

供情報について敢えて申し上げます

は、我が国において極めて難しい状

理者、それから警察によって提供さ

サービスとして行っているのではな

、それが相当なものになっていると

交通情報提供を行っているか』とい

とによって、運転者が自らの判断に

、道交法に規定されている交通の安

ば、それだけ運転が快適になり、事

流が分散することによって、道路交

ことによって、環境負荷も低減する

日本道路交通情報センター

□□交通株式会社 コンテンツ・ブロバイダ

○○携帯電話

情報サービス

△△自動車

××ガソリン

●●コンビニ

◎◎テレビ

ド
ラ
イ
バ
ー
、
事
業
者

官からの渋滞情報等の
原データ

民間が独自情報を収集 原データを加工
して予測情報を
作成、販売

コンテンツ・プロバイダ事業の概念図
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という観点でのナショナル・ミニマムを実現する手段として情報提供がなされている

わけであります。そういった情報がかなり提供される中で、民業がここに参入するた

めには、かなり高付加価値である必要があるのではないかということであります。

しからば、『民業のあるべき姿はいかに』とい ことでありますが、これはＴＩＣ

の提言ということで、ひとつのシェマティック

な形でのご提示でありました。交通情報の官

と民の役割分担ということで公益性と事業性

という観点から見ると、『交通情報の対価』と

しては無料、有料。『対象』については、不特

定、特定。『メディア』についても、個性の高

いものと、そうでないもの。『情報内容』につ

いても、広域、固定的なものからオンデマン

ドなものという形の対比ができるのではない

かと思います。それから『他情報との融合』につ

される情報は、それぞれの行政機関の任務、所掌

ならざるを得ないわけでありますが、民業が行う

ンテンツとの融合が可能なものが提供されていく

ります。

以上が、諸外国の交通情報ビジネスの状況と我

スの在り方につきましての若干のものの見方であ

Ⅳ．交通情報提供事業が役割を担う社会的

道交法の今回の改正の概要と、６月１日から施

部分についてご説明をさせていただきたいと思い

法律の施行方針に関する説明会』を５月９日に開

いただき、道交法の改正、その背景などのお話し

心が高く、特に交通情報提供については収集系、

流れに沿った事業者が約１４０社、２８０人の方

ながら、すべてが届出事業になるというわけでは

道交法の一部を改正する法律

道交法の改正ですが、先ほど申しましたような

についての交通の安全と円滑という観点からの担
う

いては、基本的に行政機関から提供

事務に基づくことによって限定的に

情報の提供は、よりロードサイドコ

のではないかと考えられるわけであ

が国における将来の交通情報ビジネ

ります。

意義

行される交通情報提供の指針の骨の

ます。『道路交通法の一部改正する

催し、多数の関係事業者にお集まり

をさせていただきました。非常に関

編集・加工系、提供系の交通情報の

々がお集まりになりました。しかし

ないと思います。

規制緩和を行ったわけですが、それ

保措置を設けることになったわけで

                     ← 公益性の高いもの        事業性の高いもの →

交通情報の対価                   無料・ ・ ・ 有料、宣伝収入

対  象                     不特定多数・ ・ ・ 特定の個人、事業者

メディア               誰でも使用可能・ ・ ・ 多機能なＩＴ機器

情報内容                 広域、固定的・ ・ ・ オンデマンド

他情報との融合                 限定的・ ・ ・ 様々な情報
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す。交通の安全と円滑を何が担保しているかといいますと、道交法という土俵の上で

担保させていただいていると考えておりますので、当該内容が道交法に規定されたと

いうことであります。１０９条の２の３項は、特に交通情報については規制改革によ

って様々な観点での情報の提供、それから情報を独自に収集してこれを官から得た情

報と融合することによって提供する事業者も出てくるだろうということで、今後、事

業者が遵守すべきガイドラインたる『交通情報の提供に関する指針を国家公安委員会

が作成しなさい』ということであります。交通情報提供事業者は、『この指針に従っ

た形での情報提供をしてください』ということであります。これにつきましては、罰

則はありませんが、例えば、交通情報提供事業者が指針に基づかない形での情報提供

を行ったことによって、何らかの事故や損害が発生した場合においては、そこは多分

過失の認定といった話になると思いますけれども、そういった過失が推定されるとい

った効果が出てくるのだろうと考えております。

第１０９条の３ですが、その交通情報提供事業者の中で、特により官側の強い制約

を受ける業態があるだろうということであります。それは『道路における交通の混雑

の状態を予測する事業』、それから『目的地に到達するまでに要する時間を予測する

事業』、特に将来の状況を予測する事業については、データの編集・加工を行った上

でこういった予測をされるということで、より交通の安全と円滑に及ぼす影響が甚大

だということで届出をしていただくことにいたしました。これも先ほど申しました『規

制改革推進３か年計画』の中で、必要最小限の措置ということでありますので、事後

的な形での届出制度を取らせていただきました。

２項においては公権的な介入でありますが、『特定交通情報提供事業を行う者が正

確かつ適切でない交通情報を提供することにより、道路における交通の危険または混

雑を生じさせたと認めるときは、その者に対し勧告することができる』という規定が

あります。勧告に従わない場合については、３項によりその内容また勧告に従わなか

った旨を公表することになっています。

４項においては、特定交通情報提供事業者に対する報告徴収権限を設けております。

罰則が設けられているのは、無届でこういった業をした者、報告徴収について虚偽報

告、または報告しなかった者については罰則による担保がなされていますが、危険を

生じさせて公表されたからといって、直ちに罰則につながるものではないということ

であります。ここにつきましても、必要最小限の規制ということになっています。

交通情報の提供に関する指針

『交通情報の提供に関する指針』については先ほどから申し上げておりますが、国

家公安委員会に対して届出をする事業者だけではなくて、およそ交通情報を提供する

事業者は、すべて遵守していただきたい指針であるということで、一般的なガイドラ
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インと考えていただきたいと思います。ただ、この指針に違反したから直ちに何らか

の罰則の適用を受けるといったことではありません。交通情報の提供に関する指針は、

総則、それから交通情報提供事業の流れに沿った形での規定のし振りとなっていて、

収集系、作成系、提供系に分かれおり、また届出をする事業者については、その特則

を定めており、その他の規定も併せ６章からなっています。

第１章の『総則』で、どんなことが定められているかということですが、非常に重

要なことは『交通の情報の提供の在り方は、道路における交通の安全と円滑に重大な

影響を及ぼす』ということであって、交通情報提供事業者が従うべき基準、また配慮

すべき事項が定められています。ちなみに、この指針の基になったのは、『道路交通

情報の提供のあり方に関する基本的考え方』という警察庁交通局と国土交通省道路局

の共同の文書で、産官学で構成しているＴＩＣに報告され、調整を経た内容で、カー

ナビに関する安全基準、また、ＶＩＣＳの基準等も踏まえた業界等の最大公約数的な

意見を集約したものと考えていただきたいと思います。

第２章の『データの収集』ですが、データの収集の窓口といったものは、現時点で

財団法人日本道路交通情報センターがこれを集約しているということもあって、そち

らからデータを収集していただく。そこからのデータの収集は、基本的にはＢtoＢだ

と考えております。リンク旅行時間の提供、データの加工を禁止する制限の見直し、

加工済みデータを提供する事業の認容、過去一年間の履歴データの供与がなされるこ

とになっています。独自に情報収集する方も多分出てくるのだろうということですが、

車両感知機やいわゆるプローブ・カー等による情報の収集については、自らデータを

収集する場合、警察や道路管理者が行っている収集機器と同じ程度の精度のものでや

っていただきたいということであります。また、プライバシーへの配慮ですが、特に

画像情報について収集したいという方もいらっしゃるようですが、プライバシーの侵

害をすることのないような措置を講ずる必要があります。それから、交通情報の場合

には、特に動的な渋滞とか、旅行時間情報もさることながら、交通規制に関する情報

も極めて重要であります。これは現在、交通規制情報データベース（ＫＫＤ）という

ことで民間事業者にご提供させていただいておりますが、こういったことについても

都道府県の交通安全活動推進センター等を経由して、交通規制に関する正しいデータ

を入手して出していただくことが非常に重要であります。

第３章目は『情報の作成』でありますが、更新時間については、あまり短すぎて長

すぎても良くないということで５分、２分半でやらさせていただいておりますが、概

ね５分とされています。

それから情報提供する場合においては、情報の正確性、適切性が極めて重要でなの

で、独自の検証を事業者に行っていただきたいということともに、特に国家公安委員

会による検証もお望みいただければ実施いたします。また作成した動的交通情報の記
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録についても、一定期間の保存をお願いしております。かなり実質的な部分でありま

すが、特に『渋滞』とか『混雑』の意義は、事業者ごとにばらばらで、渋滞また混雑

というものを表示されては困るということもあって、この部分について混雑と渋滞の

定義を載せていただきました。これは現時点、ＶＩＣＳ情報等で公団、警察が提示し

ている混雑、渋滞とほぼ同じ基準で、これに則ってやっていただきたいと考えていま

す。

旅行時間情報については、特に利用者がその内容を的確に把握できるようにするた

めの内容を盛り込んでいただきたいということであります。ＶＩＣＳの情報提供の中

では全部盛り込まれております。実勢速度と規制速度の問題は、しばしば質問される

わけですが、例えば経路の案内で最高速度違反となる速度で走行しなければ目的地に

到着することが困難であるような到着時間の推計等はしていただきたくはない。規制

速度にあった形での旅行時間推計を行っていただきたいということであります。

経路誘導情報については、特に社会的な制約というふうに言ってもいいかもしれま

せんが、我が国は他の先進国に比べて交通事故死者の数は減っておりますが、まだま

だ自動車優先の交通になっていることが一番大きな問題であります。交通事故死者数

を見ますと、自転車と歩行者は４割を占めております。先進国においては大体２割以

下であり、そういった意味で自動車優先の道路交通の構造自身を変えなければいけな

いのではないか。これは国土交通省の道路局とも今話しており、交通管理という観点

でも『自動車が早く着けばいいのだということにはならないだろう』ということで、

そこをかなり強調しております。特に、生活道路への誘導を禁止しております。例え

ば『抜け道マップ』とかがありますが、コミュニティーゾーンとか生活ゾーンを通過

することによって早く着けばいいといいことではない。交通事故における弱者の犠牲

の上に早期の到着、いわゆる経済優先がまかり通るべきではないだろうという考え方

であって、こういった誘導を禁止していただきたいということであります。

第４章の『情報の提供』でありますが、『車載装置等による情報の表示』は、特に

カーナビゲーション事業者に向けてでありますが、やはり注視を避けるという観点で、

運転に必要な情報等についても読みとり易いものとするために一定の措置をとってい

ただきたい。また、色彩による区別については、これは先ほどの渋滞と混雑と同じで

ありますが、色を決めさせていただいております。また『走行中の運転者への情報提

供』では、特に国家公安委員会等でもいろいろ問題になったところですが、近年例え

ば長距離の運転等でテレビとかＤＶＤの映画とかを見ながら運転している人が多いと

いうこともあり、テレビジョン放送とかＤＶＤ－ＲＯＭの再生等により表示される動

画、特に運転に関係のない情報を提供しないで欲しいということが書かれています。

これは現在の自工会基準ではその旨がうたわれていますが、そういったことが改めて

明らかにされております。また、注視することなく読取ることのできない複雑かつ大
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量の交通情報につきましても、これを止めていただきたい旨が書いてあります。広告

も同じです。やや警察的な側面が強く出ていますが、やはり自動車の中では運転が主

たる行為になるべきであろう。要するに、それ以外の行為については、道交法上禁止

されているというのが規範の内容であるということであり、言い換えれば機器を設置

する側から遵守事項の中味を書かせていただいたということです。交通情報を流す場

合の優先順位は、例えば災害等の緊急事態等が発生した場合の情報提供の優先順位に

ついては、やはり緊急性の高いものから優先的に流していただきたいということであ

ります。

第５章は『特定交通情報提供事業に関する特則』です。

その他の部分では、特に『情報システムの安全性の確保』ということで、国家公安委

員会が定めた情報システム安全指針等に従って、不正アクセス等の状況がないようにとい

うことであります。また『苦情の通報』ですが、事業者に何らかの形でユーザからの苦情

があった場合には、これを関係行政機関に通報していただきたいということであります。

特に附則の２項には『検討』ということで、『事業の実態、技術水準の状況等を勘案

して検討を加えて適宜、適切な見直しを行うものとする』という見直し条項が書かれ

ております。技術の進歩を勘案した上で頻繁な見直しを行って、交通情報提供事業の

技術水準、社会的な要請に応えるという形での見直しを国家公安委員会は行うという

ことをこの部分で宣言しています。

それから、先ほど若干申しました国家公安委員会による検証の部分ですが、これに

ついては予算執行の関係もありまして、平成１５年４月１日から施行を考えておりま

す。特に、この部分については、法律による委任の部分ではありませんので、これで

問題ないということでこういう形にさせていただいております。

以上雑駁でございましたが、今回の規制改革の背景、諸外国における道路交通情報

ビジネスの現状、我が国における交通情報ビジネスの発展の可能性、それから、道路

交通情報提供事業が交通社会において求められている公益的、社会的役割の在り方に

つきましてご説明させていただきました。
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【質 疑 応 答】

【質  問】　例えば我々が地元の電柱とかにセンサーをつけて加工してビジネスをす

る可能性もないとはいえないと思うのですが、その場合に、今日本の状況は道路交通

情報センターさんがほぼ完璧な状態で集められて、その情報を無料で多分提供されて

いて、今の検討上の状況の中で成り立ちそうな事業はやはり予測が中心になると思い

ますが、その辺についてどのようなご意見をお持ちなのか。もう１点は対象のメディ

アがやはり予測だとカーナビ中心になると思いますが、その有望な事業分野と有望な

対象メディアを教えていただけたればありがたいのですが。

【北村氏】　プレトリップでも多分そこはビジネスとしては成り立つのではないかと

考えておりますし、やはり予測最適経路案内が多分一番大きなところではないかと思

います。それから先ほど画像提供みたいな話も、我々は『そんなものが本当に役に立

つのですか』ということも申し上げたのですが、そこも１つあると思います。それか

らメディアにつきましては、いろいろな形態があると思います。それはテレビ、ラジ

オ、インターネット、カーナビ、ＰＤＡ、携帯電話がありますが、ただ携帯電話等に

ついては運転中ということについては遵守事項がございますので、道交法上の制限が

かかってくるかと思います。また、これは TICの中間取りまとめの中に出てきてお

りますけれども、やはり渋滞の先頭位置とか、長さとか、原因とか、渋滞解消の予想

時間みたいなことについての情報ニーズというのは、例えばロードサイドコンテンツ

が重要だと実は思っているのだけれども、運転している人はやはり運転に関する情報

が一番ニーズが高いというのは確かなのです。自動車の中でメールを打とうとかとい

うのも一つありますが、やはり自動車は移動する手段ですから、それに関するものが

一番必要とされているということです。

【質　問】　規制改革をされるときに、おそらく道路交通情報というのはどういう財

なのかということを議論されたと思いますし、また安全重視という考え方で国がどこ

まで責任を持つべきなのかという議論も当然されたと思うのです。それの一つとして

日本ではありがちな議論ですけれども、では外国はどうなっているのかという議論を

多分されたのだと思うのですが、その辺はいかがでしょうか。

【北村氏】　先ほど若干お話は申し上げましたけれども、やはり最大の違いは官側の

インフラ整備の度合いというのが、例えば英国なんかに比べると決定的に違います。

特に収集系です。例えば韓国は、車両感知器の整備は非常に遅れています。我が国の



場合にはやはり先ほど申しましたとおり、車両感知器が平場で１４万基ということで、

いわゆる交通管制センターがカバーするエリアにおいては、収集情報が交通管制に活

用されています。要するに、車両の密度に応じて信号制御等が行われているというこ

とで、そういった観点に生かすという意味で交通情報が収集されているわけでありま

すけれども、当然イベントとか、事故が起きた場合につきましては、迂回情報を流す

という観点でも交通情報を使わせていただいているということです。ですから、あく

までも交通情報板とか、交通安全施設の整備といったものも必ずしも十全ではないと

いうこともあり、要するに自律的な交通の分散を図るという意味においては、交通情

報が適切かつ正確なものであったら、より多様なメディアで多く発信された方がより

交通安全に資するのではないかという判断は、今回の規制改革ではあったと思います。

                                                                  －以 上－
19



カーナビ・VICS の出荷台数  VICS センターより（2002.4.23 更新）

http://www.its.go.jp/ITS/j-html/ITSinJapan/navi.html

2002年 3月末現在、カーナビゲーションの出荷台数は900万台突破！

2002年 3月末現在、VICS ユニットの出荷台数は448万台

補 助 資 料
20


